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はじめに 

 2025 年度税制改正大綱のうち、今回は「中小企業

経営強化税制の拡充及び延長」について解説します。 

 

1. 中小企業経営強化税制の概要 

中小企業等経営強化法の認定を受けた経営力向上

計画に基づき、対象設備の取得や製作等をした場合

に、100％の特別償却又は取得価額の 10％の税額控

除（資本金の額等が 3,000万円超 1億円以下の法人

は 7％）が選択適用できるものです。 

対象となる設備には、①生産性向上設備（A類型）、

②収益力強化設備（B 類型）、又は③経営資源集約化

設備（D類型）の３つの区分があり、それぞれ手続き

や要件などが異なります。 

 

手続きの全体フロー（C類型は後述の通り廃止） 

① A類型の場合 

 
② B・D類型の場合 

 
 

2. 令和 7年度の改正内容 

適用期限が 2027年３月 31日まで 2年間延長さ

れ、以下の通り改正されます。 

(1) 特定経営力向上設備等の範囲の見直し 

(ア) 生産性向上設備（A類型）の経営力向上の

指標の評価方法が見直されます。 

(イ) 収益力強化設備（B類型）の投資計画にお

ける年平均の投資利益率の要件が 5％から

7%以上へ引き上げられます。 

(ウ) 経営規模拡大設備（B類型の拡充）の追加

要件により、売上高 100億円超を目指す投

資計画に基づく設備の対象に一定の建物及

びその附属設備が追加されます。 

 

(2) 追加された建物及びその附属設備の税制措置 

(ア) 特別償却について、給与増加割合 2.5％以

上（5％以上）増加した場合には取得価額

の 15%（25%）の割合とされます。 

(イ) 税額控除について、給与増加割合 2.5％以

上（5％以上）増加した場合には取得価額

の 1%（2%）の控除率とされます。 

 なお、給与増加割合 2.5％未満の場合には特別

償却及び税額控除は適用できません。 

 

(3) その他の変更点 

① デジタル化設備（C類型）は廃止とし、暗号

資産マイニング業用設備は除外とされます。 

② 一定の改正後の食品等の流通の合理化及び取

引の適正化に関する法律の認定を受けた持続

的供給事業活動計画（仮称）に記載された経

営力向上設備等が対象に追加されます。 

 

3. 売上 100億円を目指す企業への税制措置の意義 

売上高 100億円超の中小企業（「100億企業」）

が、外需と内需を取り込み、収益を上げて生産性を

向上させ、賃上げも実現していることから、このよ

うな企業を目指す中小企業の成長を促すものです。 

 
 

おわりに 

引き続き、中小企業の経営強化を後押しする政府の

姿勢がうかがえます。 

この機会に、改めて制度の活用をご検討ください。 

（担当：林） 
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